チャランケ通信　第87号　2014年11月10日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　新聞が今日も休刊日だという。ちょっと休む回数が多いように思われるのだが、インターネットの全盛時代で紙と電子両方をうまくコントロールできたからだろうか。若者の新聞離れを、インターネットでうまく救えているようには思えないのだが、案外それなりにうまく回っているのかもしれない。でも、きちんとお金を払っている読者にとって、紙媒体での新聞は捨てがたいものがあるだけに、ちょっと休刊が多すぎるように思えてならない。
ベルリンの壁崩壊から25年、まさに歴史の大転換の始まりだった
　今から25年前の1989年11月9日、ベルリンの壁が崩壊したことをうっかり忘れかかっていた。ベルリンの壁の崩壊から、1991年のソ連邦の崩壊に向けて、東西対立が音を立てて崩れていったわけで、その世界史に与えた影響は東西ドイツの統一だけに留まらない。まことに、世界史を変えた大きな出来事であったと言えよう。

あれから四半世紀、ドイツは統一され共通通貨ユーロも誕生し、その通貨の価値が平均的なユーロ使用国の経済力で決まるため、国際競争力のあるドイツ経済がユーロを使うことによって競争力を増し、いまやＥＵにおける統一ドイツの存在感は圧倒的なものがある。丁度ベルリンの壁が崩壊するまで、小生は東ドイツ（ＤＤＲ）と日本の友好団体の北海道での役員をやっていた関係で、特にこの事件には興味を持っていたことがある。
東西ドイツ統一への東ドイツの提案は、一顧だにされなかった
9日付の朝日新聞に、当時の東西ドイツ統一の証人として西側からコール首相のブレーンであったホルスト・テルチク氏、東側から壁崩壊当時のハンス・モドロウ首相がインタビューに応じていて興味深い。特に東側のモドロウ氏は、コール首相との会談で、まず二国間条約に基づく国家共同体から始め、徐々に連邦制へ移行していくことを提案したものの、一顧だにされることなく「西ドイツに吸収される形で消滅した」とその時の悔しさをにじませておられる。経済的な力関係からしても、どうしようもない現実であったことは間違いないことだし、何よりも自由と民主主義の政治制度には、いろいろ問題はあったとしても、当時の東側の国民にはたまらない魅力であったことは間違いない。
やはり「東西ドイツ統一は良かった」と評価すべきなのだろう
モドロウ氏自身も、「統一で多くの人々が幸せになったことは認める。平和的に実現されたことも素晴らしい」と率直に統一を評価しておられる。もっとも、統一したドイツでは、依然として西側に比較して東側が格差を抱えていることに触れ、「統一はまだ道半ば」の段階と厳しい。これに対してテルチク氏は「統一はほぼ完成した。今はそう信じている」と、立場の相違なのだろうか、楽観的に見ておられる。良く考えてみれば統一して未だ25年、それ以前の東西ドイツの分裂した時代は、第二次大戦終結から数えて約40年存続したわけで、今後どのように変化していくのか、注目してみてみたいものだ。
実は、小生が初めて外国を訪問したのが当時の東ドイツであり、1976年の秋であった。その後1995年にベルリンを除くドイツを訪問したことがあるのだが、壁が崩壊した現実をこの目で見ておらず、もう一度ウンターデンリンデン通りからブランデンブルク門に至る道を通りながら、じっくりと訪れてみたいと思う今日この頃である。

やっと日中首脳会談実現へ、［4項目の合意文書］作成される

重要な点は、玉虫色の解決か？！
さて、外交の面で大きな変化が進展しつつあるようだ。第二次安倍内閣の発足以降、お隣の中国との間で習近平国家主席との首脳会談が一度も開かれていなかったのだが、ようやくＡＰＥＣ北京会合が開催される直前の9日になって、ＡＰＥＣ開催中どこかで日中首脳会談が実現することになった。言うまでもなく、安倍総理の靖国神社への参拝問題など歴史認識の問題と、尖閣諸島に対する中国の領有権の問題提起による対立が深刻化しており、その点についての両国政府による「4項目の合意文書」を7日に公表することにより、ひとまず首脳会談の環境が整ったようだ。
4項目の内、歴史認識については次のような表現になっている。

　「歴史を直視し、未来に向かう精神に従い、政治的困難を克服することで若干の認識が一致」

　「若干の認識が一致」と言う微妙な言い回しになっており、何を意味しているのかこれだけでは明確ではない。ただ、中国側が納得できるためには靖国参拝問題での首相側の一定の譲歩があったのではないかと思われるのだが、この点については国会などでの総理の口から公的な答弁を求める必要がある。
　「尖閣問題」については次のような表現になっている。

　　「尖閣諸島など東シナ海の緊張状態について、異なる見解を有すると認識。対話と協議を通じ情勢悪化を防ぎ、危機管理メカニズムを構築し、不測の事態の発生回避で一致」

　尖閣諸島問題、危機管理メカニズムの構築で不測の事態回避へ
　　ここで言う「異なる見解を有すると認識」がどのような意味で解釈されているのか、定かではないが、本当に重要なのは後段の「危機管理メカニズムの構築し、不測の事態の発生回避で一致」の項であろう。何時、両国の対立が武力衝突になるのか、心配されていたわけで、それを防ぐことで一致できた意義は大きい。ただ、尖閣問題についての両国の理解は、これまでの主張とどのように変化したのか、これだけではよく解からないことは言うまでもない。この点もまた、今後公的な場で明確にするよう求めていく必要があろう。
　　とはいえ、真正面からぶつかってきた問題だけに、そう簡単にお互いが理解できるレベルで一致したとは考えられず、玉虫色の解釈にならざるを得なかったのではないかと思われる。現に中国の新聞などでは、日本のそれとは異なる言葉が使われていて、「玉虫色だからしょうがない」という首相周辺の発言が報じられている。いずれにせよ、日中間での首脳会談がようやく開催されたという事に大きな意義があることは間違いない。

　日銀の追加緩和、2％のインフレ目標実現に向けた不退転の決意
　　さて、先週号で日銀の追加金融緩和について触れたのだが、いろいろとその背景について分析する報道が出始めている。又、当日の日銀総裁の記者会見の要旨も公開されており、それらを総合してみると「インフレ目標値である15年度中に２％達成が、最近の物価動向からみて困難になりつつあることから、せっかくのデフレマインドからの脱却が元に戻ってしまってはいけないので、日銀としてインフレ2％達成という目標を変えることはないという決意を示した」ものとされている。
特に、総裁の記者会見などでも強調されているのが、石油価格の低下による最近の物価の下落である。石油価格の下落は、本来なら国民経済にとって良いことなのだが、せっかくデフレマインドからインフレマインドへの転換が進み始めている中で、デフレマインドへの後退をもたらすことを阻止するために、追加の金融緩和が必要だと説明されている。要するに、不退転の決意を明確にすることにより、インフレ率2％の達成のためには日銀は何でもやるという決意を表明したという事なのだ。
物価上昇なら何でもよいのか、スタグフレーション化する日本
果たして、需給ギャップの解消によるインフレが起きるのではなく、金融緩和による円安の進展によるコストプッシュインフレに期待しているように思われて仕方がない。要は、物価が上昇するなら何でもよい、としか思えないような説明ぶりであり、金融政策の異常さが気になって仕方がないのだ。日銀が31日に公表した展望レポートに於いて、経済成長率も０.５％へと２年前の０.８％から下げており、異次元の金融緩和政策によって健全な経済発展に繋がっていないのではないか、と言う疑問が消えないのだ。
より具体的には、黒田総裁が記者会見の中で主張している「２％の『物価安定の目標』を安定的に持続できる形になれば、企業や家計が緩やかな物価上昇を前提にして、賃金とか価格あるいは投資その他を決める、という事で、より望ましい経済成長になるということ」が実現できていないことが問題なのだ。もっとも、そのためには政府の経済政策に問題があると言えばそれまでなのかもしれない。このままいけば、たとえインフレが２％に到達できたとしても、経済成長が停滞するいわゆるスタグフレーションになって行くだけで、健全な日本経済の安定した成長にならなくなるのではないかと言う不安がよぎる。
やはり消費税を10％へ引き上げるかどうかこそ大問題なのだ
さらに、これから年末にかけて一番の問題となりつつある消費税率の引き上げの決断の前に、追加の金融緩和を打ち出したことは、日銀として追い込まれた形での金融緩和ではないことを示したのではないか、と言う見方もされるなど、今回の追加の金融緩和に対しては、民間エコノミストの間ではなかなか厳しいものがあるようだ。果せるかな、株価の方も一時的に17000円台に突入したり為替の方も1ドル115円台を記録するなど、ほぼ想定通りの展開を示しているが、物価上昇に伴う賃上げや設備投資などの増加に結びついていくのかどうか、未だに展望は出てきていない。安倍総理は果たして消費税の10％への引き上げに踏み切るのかどうか、なかなか読み切れないところではある。
消費増税を回避すれば、その責任も安倍総理が引き受けるのだ
増税を回避すれば、法律改正が必要となり、あの3党合意は何だったのか、国会での与野党入り混じっての論戦が再び激しさを増してくる。その際の責任は、今度は安倍総理自身に降りかかってくる。上げるのも大変であるが、上げないことももっと大変であることを良く考える必要がありそうだ。内閣改造の失敗から、今度は消費税の引き上げ問題を含む経済政策の失敗に繋がれば、内閣の支持率は一気に低下する。まさに、政局が流動化するのだ。消費税引き上げと言う税制問題は、何時の時代も政局を大きく転換させるだけのマグマを含んだ難問であることを良く認識しておく必要がありそうだ。
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